
証券コード　7483
平成29年６月13日

株 主 各 位
大阪市中央区東心斎橋1丁目5番5号

代表取締役社長 野 村 正 幸

第41回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第41回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますの
で、ご出席くださいますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使できますので、
お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討の上、同封の議決権行使書用紙に
議案に対する賛否をご表示いただき、平成29年６月28日（水曜日）営業時間終了
の時(午後５時30分)までに到着するようご送付いただきたくお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 平成29年６月29日（木曜日）午前10時
２．場 所 大阪市中央区東心斎橋１丁目５番５号

株式会社ドウシシャ大阪本社ビル11階
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第41期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）

　　事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会
　　の連結計算書類監査結果報告の件
２．第41期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）
　　計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役７名選任の件

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいます

ようお願い申しあげます。

　なお、株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、

インターネット上の当社ウェブサイト（アドレスhttp://www.doshisha.co.jp/）に掲載させて

いただきます。
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（添付書類）

事   業   報   告

（平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで）

１．企業集団の現況
(1) 当連結会計年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、日銀の金融政策や経済政策によ

り持ち直しの動きが見られたものの、アメリカの大統領選挙以後は円高基

調の為替が円安に急転したほか、イギリスのＥＵ離脱問題、韓国や中国を

はじめとした諸外国の経済情勢や政治動向の影響により、景気の先行きに

ついては不透明な状況が続いております。

　また、当社グループが身を置く流通業につきましては、梅雨明けの遅れ

や度重なる台風、暖冬といった天候不順により消費の落ち込みが見られた

ほか、小売業の再編や統合などの影響により、先を見通すことが非常に困

難な状況となっております。

　個人消費についても、引き続き、生活関連商品における節約志向や選別

消費の傾向が続いております。

　このような状況下、当社グループでは、｢より良い商品を、より安く、よ

り専門的に｣を提供する企業として、｢消費者目線での商品開発｣、｢安心・

安全を約束する品質｣、｢ドウシシャブランドの認知向上｣をテーマに、カテ

ゴリーの開発や消費者の購買行動の変化に合わせた売場の展開や様々なメ

ディアを通じた販促プロモーションなどの諸施策を実行してまいりました。

　セグメントの業績は、次のとおりです。

　なお、当連結会計年度より、報告セグメントの利益又は損失の測定方法

を変更しており、以下の前期との比較については、前期の数値を変更後の

報告セグメントに組替えた数値で比較しております。
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「開発型ビジネスモデル」

　アパレル関連では、主力販売先におけるライセンスブランド「Ｋａｅｐ

ａ（ケイパ）」のＯＥＭ企画が奏功したことやライセンスブランド「Ｕ．

Ｓ．ＰＯＬＯ（ユーエスポロ）」のカジュアルウェアを皮切りに衣料専門

店などへの販売が好調に推移しました。

　シューズ関連では、スニーカーや夏用サンダルにおける新たな販路の開

拓が進み、販売が伸長しました。また、ハウスウェア関連、服飾雑貨を展

開する均一商材、ハロウィン用のコスチュームやクリスマス用品を展開す

るレジャー関連の販売も好調に推移しました。

　しかしながら、家電関連では、暖冬の影響によりヒーターなどの冬物家

電の販売が低調に推移したほか、ＬＥＤ照明やＡ＆Ｖ関連のテレビでも、

各種メーカー間での価格競争の激化により、販売が前連結会計年度を下回

る結果となりました。

　その結果、当セグメントの売上高は49,129百万円（前期比96.0％）、セ

グメント利益は2,961百万円（前期比67.8％）となりました。

「卸売型ビジネスモデル」

　有名ブランド関連では、国内独占販売権を取得した“英国発のコンフォ

ートシューズブランド「ＦｉｔＦｌｏｐ（フィットフロップ）」”をはじ

めとした海外ブランドの輸入雑貨において、百貨店やテレビ通販などへの

販路拡大により、販売が好調に推移しました。

　バッグ関連や時計関連においては、訪日外国人向けの高額ブランド商品

の販売が前連結会計年度と比較して大幅に鈍化しましたが、「Ｆｕｒｂｏ

（フルボ）」などの自社開発ブランドやライセンスの販売は好調に推移し

ており、今後の有名ブランド事業における収益面での改善に繋がる兆しが

見られました。また、販路も専門店や通販・ネット業態などの売場拡大が

進んでおります。

　ギフト関連におきましては、当連結会計年度より展開した「全国の道の

駅特産品をアソートしたふるさとギフト」を中元・歳暮商戦の新企画とし

て組み込んだことにより、販路拡大や消費者ニーズに対応したアソートギ

フト、産直ギフト等の導入が進み、販売は好調に推移いたしました。また、

食品をはじめとした多岐に亘る国内メーカー商材の販売もディスカウント

業態への販売が好調に推移いたしました。
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　その結果、当セグメントの売上高は54,403百万円（前期比96.8％）、セ

グメント利益は3,526百万円（前期比88.7％）となりました。

　以上の結果、当連結会計年度の業績は、売上高107,015百万円(前期比

96.5％)、売上総利益26,230百万円(前期比97.3％)、営業利益7,080百万円

(前期比81.0％)、経常利益7,122百万円(前期比79.8％)、親会社株主に帰属

する当期純利益4,770百万円(前期比82.9％)の減収減益となりました。

②　設備投資の状況
　当連結会計年度中において実施いたしました設備投資等の主なものは、

次のとおりであります。

イ．当連結会計年度中に完成又は取得した主要設備

　該当事項はありません。

ロ．当連結会計年度において継続中の主要設備の新設、拡充

関東物流センター（仮称）建物設備の新設

ハ．当連結会計年度中に実施した重要な固定資産の売却、撤去、滅失

    該当事項はありません。

③　資金調達の状況

　当連結会計年度中に、グループの所要資金として、金融機関より長期借

入金として1,000百万円の調達を実施いたしました。

④　事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

    該当事項はありません。

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況

    該当事項はありません。

⑥　吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継

　の状況

    該当事項はありません。

⑦　他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

　該当事項はありません。
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(2) 財産及び損益の状況

①　企業集団の財産及び損益の状況

区　分 平成26年3月期 平成27年3月期 平成28年3月期
平成29年3月期
(当連結会計年度)

売 上 高
百万円 百万円 百万円 百万円

105,576 103,647 110,843 107,015

経 常 利 益 7,510 7,114 8,921 7,122

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

4,421 4,477 5,754 4,770

１株当たり当期純利益 118円57銭 120円07銭 156円27銭 132円39銭

潜 在 株 式 調 整 後 １ 株
当 た り 当 期 純 利 益

－ － 155円28銭 131円79銭

総 資 産
百万円 百万円 百万円 百万円

64,975 68,280 76,806 78,659

純 資 産 53,416 58,161 58,163 60,255

１ 株 当 た り 純 資 産 額 1,408円18銭 1,533円42銭 1,557円17銭 1,657円39銭

②　当社の財産及び損益の状況

区　分
第38期

(平成26年3月期)
第39期

(平成27年3月期)
第40期

(平成28年3月期)

第41期
(当事業年度)

(平成29年3月期)

売 上 高
百万円 百万円 百万円 百万円

98,863 96,061 103,621 99,860

経 常 利 益 6,736 6,963 8,196 6,542

当 期 純 利 益 4,075 4,725 5,459 4,593

１株当たり当期純利益 109円30銭 126円72銭 148円26銭 127円47銭

潜 在 株 式 調 整 後 １ 株
当 た り 当 期 純 利 益

－ － 147円32銭 126円90銭

総 資 産
百万円 百万円 百万円 百万円

60,666 64,166 72,758 74,448

純 資 産 50,407 55,355 55,378 57,190

１ 株 当 た り 純 資 産 額 1,351円72銭 1,479円76銭 1,505円49銭 1,597円26銭
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(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社との関係

    該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金
当 社 の
議決権比率

主 要 な 事 業 内 容

株式会社ドウシシャロジスティクス 50 百万円 100％ その他（物流事業）

株 式 会 社 カ リ ン ピ ア 145 百万円 100％ 開発型ビジネスモデル

ライフネット株式会社 50 百万円 96％ その他（介護福祉事業）

麗 港 控 股 有 限 公 司 84,410 千HK$  50％ その他（貿易業）

仁弘倉庫シンセン有限公司 1,652 千人民元
50％

 (50)
その他（物流事業）

連雲港花茂日用品有限公司 33,032 千人民元
50％
(50)

その他（製造業）

（注）議決権の所有割合の（　）内は、間接所有割合で内数であります。

(4) 対処すべき課題

　今後も少子高齢化による国内消費マーケットの縮小や消費ニーズの多様化

に加え、為替、国内外の経済環境の急激な変化等の影響により、当社グルー

プが身を置く流通業界をはじめ、消費環境はさらに大きく変化することが予

想されます。このような状況下、当社グループといたしましては、平成30年

３月期の経営方針として、「生活者視点でドウシシャを浸透させよう！」と

掲げ、現場主義・消費者目線に基づく次の事業戦略を、グループシナジー効

果を活かして取り組み、さらなる企業価値の向上を目指してまいります。

平成30年３月期事業戦略

　「販促プロモーション、Ｅコマースと海外販売の強化」、「新たな事業の

創出」、「ロジスティクス戦略の推進」の３つに取り組んでまいります。

それにより、各事業における競争優位性の確保と継続的成長の実現を図り、

「ビジネスモデルの強化」と「事業基盤の強化による収益力の向上」に取り

組んでまいります。
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(5) 主要な事業内容（平成29年３月31日現在）

セ グ メ ン ト の 名 称 事業内容

開発型ビジネスモデル
Ａ＆Ｖ関連、家電・家庭用品、収納関連、衣料、

食品・酒類等、均一商品の販売

卸売型ビジネスモデル 時計や鞄関連及びアソートギフト等の販売

その他
不動産業、ライセンス業、物流業、貿易業、介護

福祉用具・機器の販売及び貸与等

(6) 主要な営業所（平成29年３月31日現在）

　　①　当社の主要な事業所

名 　 称 所 在 地

大 阪 本 社 大 阪 市 中 央 区

東 京 本 社 東 京 都 港 区

東 京 本 社 第 １ ビ ル 東 京 都 品 川 区

泉 南 物 流 セ ン タ ー 大 阪 府 泉 南 市

　　②　子会社

会 社 名 所 在 地

株式会社ドウシシャロジスティクス 大 阪 市 中 央 区

株 式 会 社 カ リ ン ピ ア 大 阪 市 中 央 区

ラ イ フ ネ ッ ト 株 式 会 社 東 京 都 台 東 区

麗 港 控 股 有 限 公 司 中 国 香 港

仁弘倉庫シンセン有限公司 中 国 深  市

連雲港花茂日用品有限公司 中 国 江 蘇 省
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(7) 使用人の状況（平成29年３月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況

使 用 人 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

1,652名（360名） 10名増（9名増）

セ グ メ ン ト の 名 称 使 用 人 数 （ 名 ）

開発型ビジネスモデル 347 (31)

卸売型ビジネスモデル 237 (14)

その他 814(224)

全社（共通） 254 (91)

合計 1,652(360)

（注）１．使用人数は就業員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外か

ら当社グループへの出向者及び嘱託社員を含んでおります。）であり、臨時雇用者数

（パートタイマー、人材会社からの派遣社員、アルバイトであります。）は（　）の

内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２．全社（共通）として記載されている使用人数は、管理部門等に所属しているものであ

ります。

②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

796名（131名） 8名増（27名増） 39.0歳 11.0年

セ グ メ ン ト の 名 称 使 用 人 数 （ 名 ）

開発型ビジネスモデル 305 (26)

卸売型ビジネスモデル 237 (14)

全社（共通） 254 (91)

　合計 796(131)

（注）１．使用人数は就業員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者及び

嘱託社員を含んでおります。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社か

らの派遣社員、アルバイトであります。）は（　）の内に年間の平均人員を外数で記

載しております。

　　　２．全社（共通）として記載されている使用人数は、管理部門等に所属しているものであ

ります。
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(8) 主要な借入先の状況（平成29年３月31日現在）

借　入　先 借　入　額

株式会社三井住友銀行 6,000百万円

株式会社みずほ銀行 1,000百万円

三井住友信託銀行株式会社 1,000百万円

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

 該当事項はありません。

２．会社の現況
(1) 株式の状況（平成29年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 78,600,000株

②　発行済株式の総数 35,519,228株（自己株式1,856,408株を除く）

③　株主数 6,244名（前期末比384名増）

④　大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

エ ム エ ス 商 事 株 式 会 社 9,350,000株 26.32％

有 限 会 社 野 村 興 産 3,360,900 9.46

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口) 2,673,100 7.53

B B H  F O R  M A T T H E W S  J A P A N  F U N D
( 常 任 代 理 人  株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 ) 1,900,100 5.35

Ｓ Ｔ Ａ Ｔ Ｅ  Ｓ Ｔ Ｒ Ｅ Ｅ Ｔ  Ｂ Ａ Ｎ Ｋ  Ａ Ｎ Ｄ
Ｔ Ｒ Ｕ Ｓ Ｔ  Ｃ Ｏ Ｍ Ｐ Ａ Ｎ Ｙ
（ 常 任 代 理 人 　 香 港 上 海 銀 行 東 京 支 店
カ ス ト デ ィ 業 務 部 ）

1,559,308 4.39

ＧＯＬＤＭＡＮ，ＳＡＣＨＳ＆ＣＯ．ＲＥＧ
（ 常 任 代 理 人 　 ゴ ー ル ド マ ン ・
サ ッ ク ス 証 券 株 式 会 社 ）

1,321,100 3.72

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,169,300 3.29

G O V E R N M E N T  O F  N O R W A Y
（ 常 任 代 理 人 　 シ テ ィ バ ン ク 、
エ ヌ ・ エ イ 東 京 支 店 ）

1,085,700 3.06

野 村 正 治 1,039,583 2.93

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 900,000 2.53

（注）持株比率は、自己株式（1,856,408株）を控除して計算しております。
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(2) 新株予約権等の状況
　当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成29年３月31日現在）

発 行 決 議 日 平成26年６月27日

新 株 予 約 権 の 数  2,260個

新株予約権の目的と

なる株式の種類と数
普通株式　226,000株（新株予約権１個につき100株）

新株予約権の払込金額 新株予約権と引き換えに払い込みは要しない。

新株予約権の行使に際し

て出資される財産の価額
新株予約権１個当たり190,900円（１株当たり1,909円）

権 利 行 使 期 間 平成28年７月17日から平成30年７月16日まで

新株予約権の行使により株式

を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　　　　　1,909円

資本組入額　　　　　　　　955円

行 使 の 条 件

①　新株予約権者は、新株予約権の行使時において、当社の取締役、

監査役、従業員もしくは顧問または当社の子会社の取締役の地位にあ

ることを要する。ただし、取締役、監査役が任期満了により退任した

場合、従業員が定年により退職した場合、当社と新株予約権者との間

で締結する「新株予約権割当契約書」に定める一定の要件を充たした

場合、または当社取締役会が正当な理由があると認めた場合は、当社

の取締役、監査役、従業員もしくは顧問または当社の子会社の取締役

の地位を失った後も引き続き、その権利を行使することができる。

②　新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人は、当該新

株予約権を行使することができない。

③　行使期間の最終日（行使期間の最終日が会社の休日にあたるとき

は、その前営業日を最終日とする。）の前営業日までに、株式会社東

京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値が一度でも行

使価額の120％以上となった場合、当該日の翌日以降、新株予約権者

は当該新株予約権を行使することができる。

④　その他権利行使の条件は、平成26年６月27日開催の当社定時株主

総会決議及び同日開催の当社取締役会決議に基づき、当社と新株予約

権者との間で締結する「新株予約権割当契約書」に定めるところによ

る。

役

員

の

保

有

状

況

取 締 役

（社外取締役を除く）

・新株予約権の数：　　　　　1,670個

・目的となる株式数：　　　167,000株

・保有者：　　　　　　　　　　 ５人

社 外 取 締 役

・新株予約権の数：　　　　　　 70個

・目的となる株式数：　　　　7,000株

・保有者：　　　　　　　　　　 １人

監 査 役

（社外監査役を除く）

・新株予約権の数：　　　　　　470個

・目的となる株式数：　　　 47,000株

・保有者：　　　　　　　 　　　２人

社 外 監 査 役

・新株予約権の数：　　　　　　 50個

・目的となる株式数：　　　　5,000株

・保有者：　　　　　　　　　　 １人
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（注）　平成28年６月29日開催の第40回定時株主総会において、任期満了により取締役が２名

退任されたことに伴い、「新株予約権の数」が800個、「新株予約権の目的となる株式

の数」が80,000株減少し、新たに１名取締役に就任されたことに伴いそれぞれ70個と

7,000株増加しております。

また、監査役についても、任期満了により１名退任されたことに伴い、70個と7,000株

それぞれ減少し、新たに１名監査役に就任されたことに伴い400個と40,000株それぞれ

増加しております。
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(3) 会社役員の状況

①　取締役及び監査役の状況（平成29年３月31日現在）

会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 会 長
兼 最 高 経 営 責 任 者

野 　 村 　 正 　 治

代 表 取 締 役 社 長
兼 最 高 執 行 責 任 者

野 　 村 　 正 　 幸 有限会社野村興産代表取締役

代 表 取 締 役
副 会 長

金 　 原 　 利 根 里
会長補佐、麗港控股有限公司董事長、
一志商貿（上海）有限公司董事長

取 締 役 兼
専 務 執 行 役 員

二 　 木 　 和 　 宏 第１事業本部長

取 締 役 兼
執 行 役 員

松 　 本 　 崇 　 裕 財務経理、貿易業務、業務管理担当役員

取 締 役 後 　 藤 　 長 　 八

取 締 役 熊 　 本 　 倫 　 章

常 勤 監 査 役 藤 　 本 　 利 　 博

常 勤 監 査 役 坂 　 本 　 　 　 明

監 査 役 小 　 山 　 史 　 郎
税理士
(小山史郎税理士事務所所長)

監 査 役 江 　 戸 　 　 　 忠
税理士
(江戸忠税理士事務所所長)

（注）１．取締役後藤長八氏及び取締役熊本倫章氏は、社外取締役であります。

２．監査役小山史郎氏及び監査役江戸忠氏は、社外監査役であります。

３．当事業年度に係る役員の重要な兼職の状況は、以下のとおりであります。

・取締役野村正治氏は、有限会社野村興産の取締役を兼務しております。

・取締役野村正幸氏は、エムエス商事株式会社の取締役を兼務しております。

・取締役金原利根里氏は、株式会社カリンピア、ライフネット株式会社の取締役及び仁

弘倉庫シンセン有限公司、連雲港花茂日用品有限公司等の董事をそれぞれ兼務してお

ります。

・監査役藤本利博氏は、株式会社ドゥイング、株式会社カリンピア、エムエス商事株式

会社の監査役及び仁弘倉庫シンセン有限公司、一志商貿（上海）有限公司、連雲港花

茂日用品有限公司等の監事を兼務しております。

・監査役坂本明氏は、ライフネット株式会社等の監査役を兼務しております。

４．監査役小山史郎氏及び監査役江戸忠氏は、以下のとおり財務及び会計に関する相当程

度の知見を有しております。

・監査役小山史郎氏及び監査役江戸忠氏は、税理士の資格を有しております。

５．当社は、社外取締役及び社外監査役の全員を株式会社東京証券取引所の定めに基づく

独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
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②　取締役及び監査役の報酬等

　イ．当事業年度に係る報酬等の総額

区 分 員 数 報 酬 等 の 額

取 締 役
（う　ち　社　外　取　締　役）

８名
(２)

185百万円
(14)

監 査 役
（う　ち　社　外　監　査　役）

５
(２)

33
(７)

合 計
（ う 　 ち 　 社 　 外 　 役 　 員 ）

13
(４)

219
(21)

（注）１．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

２．取締役の報酬限度額は、平成６年６月29日開催の第18回定時株主総会において年額960

百万円以内、監査役の報酬限度額については年額120百万円以内と決議いただいており

ます。

３．取締役の報酬等の額には、平成28年６月29日開催の第40回定時株主総会終結の時をも

って退任された取締役１名が含まれております。

４．監査役の報酬等の額には、平成28年６月29日開催の第40回定時株主総会終結の時をも

って退任された監査役１名が含まれております。

５．報酬等の額には、役員賞与（取締役54百万円（うち社外取締役２百万円）、監査役２

百万円）が含まれております。

６．報酬等の額には、ストック・オプションとして付与した新株予約権に係る当事業年度

の費用計上額（取締役６百万円（うち社外取締役０百万円）、監査役０百万円（うち

社外監査役０百万円））が含まれております。

　ロ．社外役員が子会社から受けた役員報酬等の総額

該当事項はありません。

③　社外役員に関する事項

イ．他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況及び当社と当該他

の法人等との関係

該当事項はありません。

ロ．他の法人等の社外役員としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の

法人等との関係

該当事項はありません。
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ハ．当事業年度における主な活動状況

出 席 状 況 及 び 発 言 状 況

取 締 役 後 藤 長 八

当事業年度に開催された取締役会18回すべてに出席し、長年にわたる企業経

営者としての豊富な経験と実績を生かし、取締役会の意思決定の妥当性・適

正性を確保するための発言を行っております。

取 締 役 熊 本 倫 章

当事業年度に開催された取締役会18回すべてに出席し、長年にわたる警察組

織での幅広い経験に基づき、経営から独立した客観的・中立的な立場から、

取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を行っておりま

す。

監 査 役 小 山 史 郎

当事業年度に開催された取締役会18回のうち17回、監査役会７回すべてに出

席し、税理士としての専門的見地から、取締役会において、取締役会の意思

決定の妥当性・適正性を確保するための発言を行っており、また、監査役会

においては、監査結果についての意見交換、監査に関する重要事項の協議等

を行っております。

監 査 役 江 戸 　 忠

当事業年度に開催された取締役会18回、監査役会７回すべてに出席し、税理

士としての専門的見地から、取締役会において、取締役会の意思決定の妥当

性・適正性を確保するための発言を行っており、また、監査役会においては、

監査結果についての意見交換、監査に関する重要事項の協議等を行っており

ます。

ニ．責任限定契約の内容の概要

当社は、業務執行取締役等でない取締役及び監査役がその期待される

役割を十分に発揮できるように、定款において業務執行取締役等でな

い取締役及び監査役との間で、当社への損害賠償責任を一定の範囲に

限定する契約を締結できる旨を定めております。これに基づき、社外

取締役である後藤長八氏及び熊本倫章氏、社外監査役である小山史郎

氏及び江戸　忠氏は、当社との間で当該責任限定契約を締結しており

ます。

　その契約内容の概要は次のとおりであります。

・社外取締役及び社外監査役が任務を怠ったことによって当社に損害

賠償責任を負う場合は、会社法第427条第１項の規定に基づき、法令

で定める限度額を限度として、その責任を負う。

・上記の責任限定が認められるのは、当該社外取締役及び社外監査役

が責任の原因となった職務の遂行について善意かつ重大な過失がな

いときに限るものとする。
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(4) 会計監査人の状況

①　名称

有限責任 あずさ監査法人

②　報酬等の額

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 45百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭

その他の財産上の利益の合計額
45百万円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法

に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できません

ので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しており

ます。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積り

の算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人

の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

③　非監査業務の内容

　該当事項はありません。

④　会計監査人の解任又は不再任の決定方針

  　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任

に関する議案の内容を決定いたします。

　　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると

認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたし

ます。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される

株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いた

します。

⑤　責任限定契約の内容の概要

　会計監査人は、当社と会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を

締結しておりません。
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(5) 業務の適正を確保するための体制

　当社は、コーポレートガバナンスの実効性を高め企業価値向上に資するこ

とを目的として、以下のとおり内部統制に関する体制の整備・充実を図って

おります。

①　取締役の職務の執行が法令等に適合するための体制
　内部統制室を中心とした内部監査の実施、クイックレポート（「(6)内部

統制システムの運用状況の概要」(注)１）などにより取締役、使用人が互

いに牽制し、コーポレートガバナンスを充実させると共に、社長を最高責

任者とするコンプライアンス推進委員会を設置し、これらを推進しており

ます。

②　業務の適正を確保するための体制

イ．情報保存管理体制

　取締役会議事録、株主総会議事録、稟議書など取締役の職務の執行に

関する情報、資料などの管理については、「文書管理規程」などにより

作成、保存、管理を行っております。

ロ．リスク管理体制

　事業活動に潜在するリスクを設定し、危機管理委員会の各グループに

て当該リスクの予防及び対策を検討し、危機管理に関する規程類の制定、

見直し、教育、指導を行っております。また、緊急事態又はその恐れが

ある場合には、社長を対策本部長とした危機管理対策本部を設置し、そ

の対応に当たっております。

ハ．効率的職務執行体制

　原則として毎月第５営業日に定例の、また適宜必要に応じて取締役会

を開催し、現状及び重要課題に関する議論を行い、中長期については予

算会議等を通して計画の適正化を図る事で執行の効率化を図っておりま

す。なお、当社においては、時期を捉えた迅速な意思決定が必要な事項

については、取締役会において選定した特別取締役による決議を行いま

す。

ニ．コンプライアンス体制

　コンプライアンス推進委員会を設置し、事業活動に関連する法令、企

業倫理、ドウシシャグループ企業行動憲章、社員行動規範、社内規程な

どの遵守を確保するため、同志社ＤＮＡスクール（「(6)内部統制システ

ムの運用状況の概要」(注)２）などを通じた教育、研修を実施し、検証

しております。
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③　グループ会社の業務の適正を確保するための体制

　連結経営を念頭に、関係会社管理規程や業務分掌などに基づき業務の適

正化を図ると共に、当社での役員会開催など親密な意思疎通を図っており

ます。

イ．子会社の情報管理体制

　グループ全体での事業計画発表会開催や、当社での取締役会開催など

親密な意思疎通を図っているほか、主要な議案については事前協議をし、

子会社の取締役への報告事項を把握しております。また、当社の取締役

会には子会社からの業績報告を含んでおります。

ロ．子会社のリスク管理体制

　危機管理に関する規程類はグループ各社で共有しており、必要に応じ

て当社の危機管理委員会において、対策を協議する体制を構築しており

ます。

ハ．子会社の効率的職務執行体制

　子会社担当役員が職務の執行について、必要に応じて指導を行ってお

ります。また、中長期的には経営計画を当社がレビューし、その内容を

精査、指導しております。

ニ．子会社のコンプライアンス体制

　当社のコンプライアンス推進委員会で子会社の事業活動における法令、

企業倫理、社内規程などの遵守を確認しており、同志社ＤＮＡスクール

などを通じて教育、研修を実施しております。

④　監査役監査の体制

　監査役は、監査方針に基づく監査事項、クイックレポートや内部通報に

関する規程に基づく法令違反その他コンプライアンス上の事案について、

適宜助言や是正勧告を行うなど内部統制が有効に機能するよう努めており、

会社は以下の体制を整備しております。

イ．監査役の補助使用人に関する事項

　監査役は必要に応じて補助使用人を置く事が認められており、法務部

及び内部統制室のメンバーが補助使用人として監査役及び監査役会の職

務執行を補助しております。

ロ．監査役の補助使用人の独立性に関する事項

　監査役及び監査役会の職務を補佐する補助使用人の人事異動、報酬な

どについては事前相談などにより独立性を確保するような措置をとって

おります。
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ハ．監査役の補助使用人への指示の実効性に関する事項

　監査役からの指示を受けた補助使用人は、適宜指示内容についての報

告を監査役に実施しております。

ニ．監査役への内部報告体制

　当社及び子会社の取締役及び使用人は、当社及び子会社に著しい損害

が発生する事実、又は法令・定款に違反する行為の恐れがあると知った

場合もしくは監査役から報告を求められた場合、いずれも関係資料を開

示し、その説明を行う事ができ、監査役はいつでも必要に応じて取締役

及び使用人に対して報告を求めることができます。

　また、監査役がいつでも使用人作成のクイックレポートを閲覧できる

体制を構築しております。

ホ．監査役への報告者の保護体制

　内部通報規則において、内部通報に関する情報も種類や相手先につい

て制約することなく、また、通報者に不利益のある扱いをしないことを

明示、徹底しております。

ヘ．監査役の独任制に関する事項

　監査役には、職務執行の必要に応じて必要な費用の前払い、精算が認

められております。また、当社は、監査役の職務執行のため、一定額の

予算を設けております。

ト．監査役の実効性を担保するための体制

　監査役は、四半期に一度、定期的にまた必要に応じて代表取締役、会

計監査人と意見、情報交換を行うと共に、監査方針に基づく監査事項、

クイックレポートや内部通報に関する規程に基づく法令違反その他コン

プライアンス上の事案について、適宜助言や是正勧告を行っております。

(6) 内部統制システムの運用状況の概要

①　取締役の職務の執行が法令等に適合するための体制

　内部統制室を中心とした内部監査、クイックレポートなどにより取締役、

使用人が互いに牽制し、コーポレートガバナンスを充実させると共に、社

長を最高責任者とするコンプライアンス推進委員会を設置し、定期的に委

員会を開催してコンプライアンスの遵守状況を評価、必要に応じて業務執

行の見直し等を実施しております。
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②　業務の適正を確保するための体制

　業務の適正を確保するため、当社では原則として毎月第５営業日に定例

の、また適宜必要に応じて取締役会を開催し、現状及び重要課題に関する

議論を行い、中長期については予算会議等を通して計画の適正化を図る事

で執行の効率化を図っております。

　また、定期的及び必要に応じて社長を委員長とする危機管理委員会を開

催し、リスクの状況を評価し、必要に応じて業務執行の見直し等を実施し

ております。

③　グループ会社の業務の適正を確保するための体制

　連結経営を念頭に、関係会社管理規程や業務分掌などに基づき業務の適

正化を図ると共に、当社での役員会開催など親密な意思疎通を図っており

ます。

　また、コンプライアンス、リスク管理等の観点ではグループとして共通

の上記枠組みで運用する事で、事業規模に関わらず親会社と同等の管理を

実現しております。

④　監査役監査の体制

　監査役は、監査方針に基づく監査事項、クイックレポートや内部通報に

関する規程に基づく法令違反その他コンプライアンス上の事案について、

適宜助言や是正勧告を行うなど内部統制が有効に機能するよう努めており、

独立性の高い内部統制室（内部監査部門）が監査役を補助する事で監査役

監査の効率性、実効性を高めております。

（注）１．業務改善情報を迅速に会社に報告するための当社独自の仕組みを指し、電子化
されたワークフローシステムであります。

２．当社の社内研修制度の中核となる、社員教育専門機能を指します。

(7) 会社の支配に関する基本方針

　該当事項はありません。

(8) 剰余金の配当等の決定に関する方針

　当社グループは、株主の皆様に対する適切な利益還元を経営の最重要政策

と位置づけ、積極的かつ安定的な配当の維持継続に留意するとともに、社員

の成果に対する報酬制度も考慮し、経営環境の変化に対応できる企業体質の

強化と将来の新規事業展開に備えて、内部留保にも配慮していく所存であり

ます。

　今後も引き続き、業績向上と財務体質の強化を図りながら経営基盤を強化

し、株主の皆様のご期待に沿うべく努力してまいります。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成29年３月31日現在）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資　産　の　部） 百万円 （負　債　の　部） 百万円

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

電 子 記 録 債 権

商 品 及 び 製 品

前 渡 金

未 収 入 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

リ ー ス 資 産

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

破 産 更 生 債 権 等

差 入 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

60,342

32,207

17,796

1,206

8,247

469

52

208

156

△2

18,317

15,434

3,665

9,174

140

2,008

446

123

48

74

2,758

1,160

365

7

346

181

705

△7

流 動 負 債 9,459

買 掛 金 5,008

リ ー ス 債 務 80

未 払 法 人 税 等 1,156

未 払 消 費 税 等 346

役 員 賞 与 引 当 金 64

賞 与 引 当 金 43

そ の 他 2,759

固 定 負 債 8,944

長 期 借 入 金 8,000

リ ー ス 債 務 130

退職給付に係る負債 589

資 産 除 去 債 務 57

環 境 対 策 引 当 金 52

そ の 他 113

負 債 合 計 18,403

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 59,021

資 本 金 4,993

資 本 剰 余 金 6,043

利 益 剰 余 金 51,761

自 己 株 式 △3,777

その他の包括利益累計額 △152

その他有価証券評価差額金 211

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △193

為替換算調整勘定 18

退職給付に係る調整累計額 △189

新 株 予 約 権 456

非 支 配 株 主 持 分 929

純 資 産 合 計 60,255

資 産 合 計 78,659 負 債 ・ 純 資 産 合 計 78,659
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連 結 損 益 計 算 書

（平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで）

科 目 金 額

　百万円 百万円

売 上 高 107,015

売 上 原 価 80,784

売 上 総 利 益 26,230

販売費及び一般管理費 19,150

営 業 利 益 7,080

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 22

債 務 勘 定 整 理 益 69

そ の 他 67 159

営 業 外 費 用

支 払 利 息 4

為 替 差 損 66

そ の 他 46 117

経 常 利 益 7,122

特 別 損 失

環 境 対 策 引 当 金 繰 入 額 44 44

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 7,077

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,077

法 人 税 等 調 整 額 3 2,081

当 期 純 利 益 4,996

非支配株主に帰属する当期純利益 225

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 4,770
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連結株主資本等変動計算書

（平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで）

（単位：百万円）

株 主 資 本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当連結会計年度期首残高 4,993 6,043 48,803 △1,777 58,063

当連結会計年度変動額

剰 余 金 の 配 当 △1,812 △1,812

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

4,770 4,770

自 己 株 式 の 取 得 △2,000 △2,000

株主資本以外の項目の当
連結会計年度変動額(純額)

当 連 結 会 計 年 度
変 動 額 合 計

－ － 2,958 △2,000 958

当連結会計年度末残高 4,993 6,043 51,761 △3,777 59,021

その他の包括利益累計額

新 株
予 約 権

非支配株主
持 分

純 資 産
合 計

そ の 他
有 価 証 券
評 価 差 額 金

繰延ヘッジ
損　　　益

為替換算
調整勘定

退職給付
に係る調
整累計額

その他の
包括利益

累計額合計

当連結会計年度期首残高 188 △1,255 81 △215 △1,199 402 897 58,163

当連結会計年度変動額

剰 余 金 の 配 当 △1,812

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

4,770

自 己 株 式 の 取 得 △2,000

株主資本以外の項目の当
連結会計年度変動額(純額)

23 1,061 △62 25 1,047 54 32 1,134

当 連 結 会 計 年 度
変 動 額 合 計

23 1,061 △62 25 1,047 54 32 2,092

当連結会計年度末残高 211 △193 18 △189 △152 456 929 60,255
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連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記

(1) 連結の範囲に関する事項

　連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　　　　６社

・連結子会社の名称　　　　　　株式会社ドウシシャロジスティクス

ライフネット株式会社

株式会社カリンピア

麗港控股有限公司

仁弘倉庫シンセン有限公司

連雲港花茂日用品有限公司

非連結子会社の状況

・主要な非連結子会社の名称　　株式会社ドゥイング

株式会社ドウシシャ・スタッフサービス

一志商貿（上海）有限公司

他８社

・連結の範囲から除いた理由　　  非連結子会社11社は、いずれも小規模であり、合計の

総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書

類に重要な影響を及ぼさないため連結の範囲から除外

しております。

(2) 持分法の適用に関する事項

　持分法を適用していない非連結子会社11社は、それぞれ当期純損益（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に見合う額）等に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性

がないため持分法の適用範囲から除外しております。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち、仁弘倉庫シンセン有限公司及び連雲港花茂日用品有限公司の決算日は

12月31日であります。連結計算書類の作成に当たって、これらの会社については、連結決算

日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用しております。

(4) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

・その他の有価証券

　時価のあるもの　　　　　　　　連結決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定)を採用しております。

　時価のないもの　　　　　　　　移動平均法による原価法を採用しております。

・デリバティブ　　　　　　　　　時価法を採用しております。

・たな卸資産　　　　　　　　　　当社及び国内連結子会社は主として移動平均法による

原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法により算定)を採用しております。
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②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

・有形固定資産

　（リース資産を除く）

定率法

　ただし、当社及び国内連結子会社の平成10年４月１日

以降に取得した建物（附属設備は除く）並びに平成28年

４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につい

ては定額法を採用し、在外連結子会社は主として定額法

を採用しております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　　　　２～50年

その他の有形固定資産　２～45年

・無形固定資産

　（リース資産を除く）

定額法

　なお、自社利用ソフトウェアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しており

ます。

・リース資産 　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法を採用しております。

③　重要な引当金の計上基準

・貸倒引当金　　　　　　　　　　売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。

・賞与引当金　　　　　　　　　　当社及び国内連結子会社は従業員に対して支給する賞

与の支出に備えて、当連結会計年度における支給見込額

を計上しております。

・役員賞与引当金　　　　　　　　当社及び国内連結子会社は役員賞与の支出に備えて､ 

当連結会計年度における支給見込額に基づき計上してお

ります。

・環境対策引当金　　　　　　　　「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関

する特別措置法」によって処理することが義務づけられ

ているＰＣＢ廃棄物の処理に備えるため、その処理費用

見込額を計上しております。

④　その他連結計算書類作成のための重要な事項

　1.重要な外貨建資産及び負債の

　本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。

　なお、在外子会社の資産及び負債並びに収益及び費用

は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支

配株主持分に含めております。

　2.退職給付に係る負債の

　　計上基準

　退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退職給付債務の見込額に

基づき計上しております。

　なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額

を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につい

ては、期間定額基準によっております。

　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(８年)に
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よる定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会

計年度から費用処理しております。

　未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の

上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職

給付に係る調整累計額に計上しております。

　3.重要なヘッジ会計の処理方法

　・ヘッジ会計の方法　　　　　　繰延ヘッジ処理によっております。

　ただし、為替予約取引につき振当処理の要件を満たし

た場合には振当処理によっております。

　・ヘッジ手段　　　　　　　　　為替予約取引

　・ヘッジ対象　　　　　　　　　外貨建営業債権債務及び外貨建予定取引

　・ヘッジ方針　　　　　　　　　為替予約取引については、原則として、全ての外貨建

取引につきフルヘッジする方針であります。

　・ヘッジ有効性評価の方法　　　ヘッジ対象とヘッジ手段につき、明らかに有効性が図

られていると認められる場合を除き、各々の損益または

キャッシュ・フローの変動累計額を比較する方法により

行っております。

　・その他　　　　　　　　　　　当社の内部規程で定める「業務分掌規程」に基づき､ 

ヘッジ有効性評価等デリバティブ取引の管理は、財務経

理部が担当しており、デリバティブの実行状況及びヘッ

ジ有効性の評価は、定期的にまた必要あるごとに取締役

会に報告することとしております。

4.のれんの償却に関する事項　　　のれんの償却については、個別案件ごとに検討し、20

年以内で均等償却を行っております。

5.消費税等の会計処理　　　　　　税抜方式によっております。

(5) 会計方針の変更

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上

の取扱い」（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28

年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法

に変更しております。

　これによる連結計算書類に与える影響は軽微であります。

(6) 追加情報

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28

年３月28日）を当連結会計年度から適用しております。

２．連結貸借対照表に関する注記

　（１）有形固定資産の減価償却累計額 5,425百万円

　（２）保証債務

　　　　　仕入債務に対する債務保証

　　　　　　関係会社　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  ０百万円
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３．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類
当連結会計年度期首の株式数

（千株）
当連結会計年度増加株式数

（千株）
当連結会計年度減少株式数

（千株）
当連結会計年度末の株式数

（千株）

普 通 株 式 37,375 － － 37,375

(2) 自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類
当連結会計年度期首の株式数

（千株）
当連結会計年度増加株式数

（千株）
当連結会計年度減少株式数

（千株）
当連結会計年度末の株式数

（千株）

普　通　株　式（注） 858 997 － 1,856
 

（注）普通株式の自己株式の増加997千株は、単元未満株の買取りによる増加０千株及び取締役会

決議に基づく自己株式の買取りによる増加997千株であります。

(3) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成28年６月29日
定時株主総会

普通株式 912 25.0
平成28年
３月31日

平成28年
６月30日

平成28年10月28日
取締役会

普通株式 899 25.0
平成28年
９月30日

平成28年
12月７日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな

るもの

平成29年６月29日開催予定の第41回定時株主総会において次のとおり付議いたします。

・配当金の総額 887百万円

・配当の原資 利益剰余金

・１株当たり配当額 25.0円

・基準日 平成29年３月31日

・効力発生日 平成29年６月30日

(4) 当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の

目的となる株式の種類及び数

・普通株式 1,792,000株

４．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達につい

ては銀行借入による方針であります。デリバティブは、為替変動リスクを回避するために

利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。
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②　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である受取手形及び売掛金並びに電子記録債権は信用リスクに晒されており、

当該リスクに関しましては、債権管理回収実施手順書等に従い、各主管部門におけるダイ

レクターが主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引先等相手ごとに期日及び

残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図って

おります。

　投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されていますが、主に業務上の

関係を有する企業の株式であり、定期的に把握された時価が取締役会に報告されておりま

す。

　営業債務である買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。

　デリバティブ取引は外貨建営業債権債務に係る将来の為替レートの変動リスクを軽減又

は回避を目的とした、為替予約取引であり、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、

ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、前述の連結計算書類作成のための

基本となる重要な事項に関する注記「(4)会計方針に関する事項④その他連結計算書類作成

のための重要な事項3.重要なヘッジ会計の処理方法」をご参照ください。

　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限を定めた社内規程に従って行って

おり、また、デリバティブの利用にあたっては、信用リスクを軽減するために、取引を継

続的に行っている銀行とのみ取引を行っております。

　長期借入金の使途は主として運転資金に係る資金調達であります。

　資金調達に係る流動性リスクにつきましては、財務経理部が適時に資金繰計画を作成・

更新する等の方法により管理しております。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　平成29年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは次表には

含めておりません（（注）２．をご参照ください。）。

連結貸借対照表計上額
（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

(1)現金及び預金 32,207 32,207 －

(2)受取手形及び売掛金 17,796 17,796 －

(3)電子記録債権 1,206 1,206 －

(4)投資有価証券

その他有価証券 1,059 1,059 －

資産計 52,270 52,270 －

(1)買掛金 5,008 5,008 －

(2)長期借入金 8,000 8,003 3

負債計 13,008 13,012 3

デリバティブ取引（*１）

　ヘッジ会計が適用されているもの (279) (279) －

デリバティブ取引計 (279) (279) －
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（＊１）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味

の債務となる項目については、（　）で示しております。

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産

　(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金　並びに(3) 電子記録債権

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当

該帳簿価額によっております。

　 (4) 投資有価証券

　投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格によっております。

負　債

　（1）買掛金

　買掛金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、 当

該帳簿価額によっております。

(2) 長期借入金

　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合

に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

デリバティブ取引

　取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。なお、ヘッジ会

計が適用されているもののうち為替予約の振当処理によるもの（予定取引をヘッジ対

象としているものを除く。）は、ヘッジ対象とされている受取手形及び売掛金、電子

記録債権並びに買掛金と一体として処理されているため、その時価は、当該受取手形

及び売掛金、電子記録債権並びに買掛金の時価に含めて記載しております（上記、資

産(2)、(3）、負債(1)参照）。

（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（百万円）

非上場株式 100

　上記については、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることな

どができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「資産(4)投資有

価証券　その他有価証券」には含めておりません。

５．１株当たり情報に関する注記

（1）１株当たり純資産額 1,657円39銭

（2）１株当たり当期純利益 132円39銭

(3) 潜在株式調整後１株当たり当期純利益 131円79銭
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貸　借　対　照　表
（平成29年３月31日現在）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資　産　の　部） 百万円 （負　債　の　部） 百万円

流　動　資　産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

電 子 記 録 債 権

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

前 渡 金

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固　定　資　産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 装 置

車 両 運 搬 具

器 具 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

特 許 権

借 地 権

商 標 権

ソ フ ト ウ ェ ア

リ ー ス 資 産

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 貸 付 金

従業員に対する長期貸付金

関係会社長期貸付金

破 産 更 生 債 権 等

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

56,700

30,541

1,954

1,014

14,718

7,641

382

69

197

183

△2

17,748

12,403

3,321

33

127

0

204

6,601

106

2,008

79

0

14

5

3

48

6

5,264

1,157

1,344

10

4

1,652

6

23

93

978

△6

流　動　負　債 8,628

買 掛 金 4,196

リ ー ス 債 務 63

未 払 金 2,127

未 払 費 用 244

未 払 法 人 税 等 1,071

前 受 金 151

預 り 金 78

前 受 収 益 11

役 員 賞 与 引 当 金 56

賞 与 引 当 金 36

そ の 他 590

固　定　負　債 8,629

長 期 借 入 金 8,000

リ ー ス 債 務 112

退 職 給 付 引 当 金 295

資 産 除 去 債 務 57

環 境 対 策 引 当 金 52

そ の 他 112

負 債 合 計 17,258

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 56,707

資 本 金 4,993

資 本 剰 余 金 6,043

資 本 準 備 金 5,994

そ の 他 資 本 剰 余 金 49

利 益 剰 余 金 49,447

利 益 準 備 金 166

そ の 他 利 益 剰 余 金 49,281

圧 縮 記 帳 積 立 金 20

別 途 積 立 金 40,100

繰 越 利 益 剰 余 金 9,160

自 己 株 式 △3,777

評価・換算差額等 26

その他有価証券評価差額金 211

繰延ヘッジ損益 △185

新 株 予 約 権 456

純 資 産 合 計 57,190

資 産 合 計 74,448 負 債 ・ 純 資 産 合 計 74,448
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損　益　計　算　書

（平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで）

科 目 金 額

百万円 百万円

売 上 高 99,860

売 上 原 価

商 品 期 首 た な 卸 高 8,747

当 期 商 品 仕 入 高 74,592

合 計 83,340

商 品 期 末 た な 卸 高 7,641

商 品 売 上 原 価 75,698

売 上 総 利 益 24,162

販売費及び一般管理費 18,136

営 業 利 益 6,025

営 業 外 収 益

受 取 利 息 7

受 取 配 当 金 422

債 務 勘 定 整 理 益 69

関 係 会 社 受 取 業 務 管 理 料 16

そ の 他 50 566

営 業 外 費 用

支 払 利 息 4

支 払 手 数 料 24

為 替 差 損 5

固 定 資 産 除 却 損 8

そ の 他 6 49

経 常 利 益 6,542

特 別 損 失

環 境 対 策 引 当 金 繰 入 額 44 44

税 引 前 当 期 純 利 益 6,497

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,903

法 人 税 等 調 整 額 0 1,903

当 期 純 利 益 4,593
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株主資本等変動計算書

（平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで）

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 　利益剰余金

資 本
準 備 金

その他
資 本
剰余金

資 本
剰 余 金
合 計

利 益
準備金

そ の 他 利 益 剰 余 金
利益剰余金
合 計圧縮記帳

積 立 金
別途積立金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 4,993 5,994 49 6,043 166 21 37,100 9,377 46,666

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,812 △1,812

圧 縮 記 帳 積 立
金 の 取 崩

△1 1 －

別途積立金の積立 3,000 △3,000 －

当 期 純 利 益 4,593 4,593

自己株式の取得

株主資本以外の
項目の当期変動
額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － － － － △1 3,000 △217 2,781

当 期 末 残 高 4,993 5,994 49 6,043 166 20 40,100 9,160 49,447

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等

新 株
予 約 権

純 資 産
合 計自 己 株 式

株 主 資 本
合 計

そ の 他 有
価 証 券 評
価 差 額 金

繰延ヘッジ
損 益

評価・換算差
額 等
合 計

当 期 首 残 高 △1,777 55,925 188 △1,139 △950 402 55,378

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,812 △1,812

圧 縮 記 帳 積 立
金 の 取 崩

－ －

別途積立金の積立 － －

当 期 純 利 益 4,593 4,593

自己株式の取得 △2,000 △2,000 △2,000

株主資本以外の
項目の当期変動
額 ( 純 額 )

22 953 976 54 1,030

当 期 変 動 額 合 計 △2,000 781 22 953 976 54 1,811

当 期 末 残 高 △3,777 56,707 211 △185 26 456 57,190
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

① 子会社及び関連会社株式　　　　　 移動平均法による原価法を採用しております。

② その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定)を採用しております。

・時価のないもの　　　　　　　　　移動平均法による原価法を採用しております。

③ デリバティブ　　　　　　　　　 時価法を採用しております。

④ たな卸資産　　　　　　　　　　　 主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額

については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に

より算定）を採用しております。

(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産(リース資産を除く）定率法

　ただし、当社の平成10年４月１日以降に取得した建

物（附属設備は除く）並びに平成28年４月１日以降に

取得した建物附属設備及び構築物については定額法を

採用しております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　　建物　　　　　　　　　　　　　２～50年

　　その他有形固定資産　　　　　　２～45年

② 無形固定資産(リース資産を除く）定額法

　　　　　　　　　　　　　　　　　　なお、自社利用ソフトウェアについては、社内にお

ける利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用してお

ります。

③ リース資産　　　　　　　　　　　 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法を採用しております。

(3) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金　　　　　　　　　　　 売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。

② 退職給付引当金　　　　　　　　　 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末にお

ける退職給付債務の見込額に基づき計上しております。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込

額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法につ

いては、期間定額基準によっております。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（８年）

による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌

事業年度から費用処理しております。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　計算書類において、未認識数理計算上の差異の貸借

対照表における取扱いが連結計算書類と異なってお

ります。個別貸借対照表上、退職給付債務に未認識数

理計算上の差異を加減した額を退職給付引当金に計

上しております。

③ 賞与引当金　　　　　　　　　　 　従業員に対して支給する賞与の支出に備えて、当事

業年度における支給見込額を計上しております。

④ 役員賞与引当金　　　　　　　　 　役員賞与の支出に備えて、当事業年度における支給

見込額に基づき計上しております。

⑤ 環境対策引当金　　　　　　　　 　「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に

関する特別措置法」によって処理することが義務づけ

られているＰＣＢ廃棄物の処理に備えるため、その処

理費用見込額を計上しております。

(4) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

①　重要な外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。

②　重要なヘッジ会計の方法

　　・ヘッジ会計の方法　　　　　　　繰延ヘッジ処理によっております。ただし、為替予

約取引につき振当処理の要件を満たした場合には振当

処理によっております。

　　・ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　ヘッジ手段　　　　　　　　　為替予約取引

　　　ヘッジ対象　　　　　　　　　外貨建営業債権債務及び外貨建予定取引

　　・ヘッジ方針　　　　　　　　　　為替予約取引については、原則として全ての外貨建

取引につきフルヘッジする方針であります。

　　・ヘッジの有効性評価の方法　　　ヘッジ対象とヘッジ手段につき、明らかに有効性が

図られていると思われる場合を除き、各々の損益又は

キャッシュ・フローの変動累計額を比較する方法によ

っております。

③　消費税等の会計処理　　　　　　　税抜方式によっております。

(5) 会計方針の変更

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上

の取扱い」（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４

月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変

更しております。

　これによる計算書類に与える影響は軽微であります。

－ 33 －



(6) 追加情報

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28

年３月28日）を当事業年度から適用しております。

２．貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 4,857百万円

(2) 保証債務

　　　仕入債務に対する債務保証

　　　　関係会社　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  ０百万円

(3) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

①短期金銭債権 204百万円

②短期金銭債務 689百万円

３．損益計算書に関する注記

　関係会社との取引高

①　売上高 671百万円

②　仕入高 2,140百万円

③　販売費及び一般管理費 7,441百万円

④　営業取引以外の取引高 440百万円

４．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類
当事業年度期首の株式数
  （ 千 株 ）

当事業年度増加株式数
　 （ 千 株 ）

当事業年度減少株式数
　 （ 千 株 ）

当事業年度末の株式数
　 （ 千 株 ）

普通株式（注） 858 997 － 1,856
 

（注）普通株式の自己株式の増加997千株は、単元未満株の買取りによる増加０千株及び取締役会

決議に基づく自己株式の買取りによる増加997千株であります。
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５．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（流動の部）

繰延税金資産

未払事業税 67百万円

商品評価損 6百万円

その他 133百万円

繰延税金資産合計 207百万円

繰延税金負債

固定資産圧縮積立金 △0百万円

その他 △9百万円

繰延税金負債合計 △9百万円

繰延税金資産の純額 197百万円

（固定の部）

繰延税金資産

貸倒引当金 2百万円

退職給付引当金 90百万円

環境対策引当金 16百万円

投資有価証券評価損 3百万円

関係会社株式評価損 38百万円

その他 45百万円

繰延税金資産合計 195百万円

繰延税金負債

固定資産圧縮積立金 △8百万円

その他有価証券評価差額金 △93百万円

繰延税金負債合計 △101百万円

繰延税金資産の純額 93百万円
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６．関連当事者との取引に関する注記

(1) 子会社及び関連会社等

種類 会社等の名称
資本金又は
出 資 金

事 業 の
内 容 又
は 職 業

議 決 権 等
の 所 有
( 被 所 有 )
割 合

関 連 当 事 者
と の 関 係

取引の内容
取 引
金 額
(百万円)

科 目
期 末
残 高
(百万円)

子会社

麗 港 控 股
有 限 公 司

84,410 千HK$ 貿易業
（所有）
直接50%

当社輸入商品
の検品業務及
び海外物流業
務の委託
役員の兼任

商品仕入
(注)①

1,525 買掛金 63

受取配当
金

152 － －

㈱ドウシシャ
ロジスティク
ス

50 百万円
物 流
事 業

(所有）
直接100％

物流業務の委
託
役員の兼任

運賃・倉
庫料

6,263 未払金 611

資金援助
の貸付
(注)②

－ 貸付金 1,700

㈱カリンピ
ア

145 百万円

開発型
ビジネ
スモデ
ル

（所有）
直接100％

商品の輸出入
及び製造、販
売
役員の兼任

受取配当
金

249 － －

　1．取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）①仕入価格は、取引の都度決定しており、市場の実勢価格を勘案して決定しております。

②資金の貸付については、市場の金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

2．上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれ

ております。
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(2) 役員及び個人主要株主等

種 類 会社等の名称
資本金又
は出資金

事 業 の
内 容
又は職業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割 合

関 連 当
事 者 と
の 関 係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科 目
期末残高
(百万円)

役員及
びその
近親者
が議決
権の過
半数を
所有し
ている
会社

㈲野村興産 85 百万円

不動産の
賃貸業、
損害保険
代理店業
務

(被所有)
直 接
　9.2％

当社の損
害保険代
理業
役員の兼
任

損害保険
料の支払
(注)①

33
前 払
費 用

5

エムエス商
事㈱

15 百万円
不動産の
賃貸業

(被所有)
直 接
　25.6％

不動産の
賃借
役員の兼
任

賃借料の
支払
(注)②

177
前 払
費 用

15

通販ドット
ＴＯＫＹＯ
㈱

11 百万円
ネット
通販

－
当社商品
の販売

商品売上
(注)③

488 売掛金 49

1．取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）①損害保険の支払については、損害保険会社から提示された価格によっております。

②賃借料の支払については、不動産鑑定評価額に基づき決定しております。

③商品売上については、一般の取引条件と同様に決定しております。

2．上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれ

ております。

７．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 1,597円26銭

(2) １株当たり当期純利益 127円47銭

(3) 潜在株式調整後１株当たり当期純利益 126円90銭

－ 37 －



連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成29年５月８日

株式会社ドウシシャ

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 和　田　安　弘 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 杉　田　直　樹 

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ドウシシャの平成28年４月
１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、
連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制
を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ
れに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有
効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し
て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関
連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法
並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討
することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

監査意見
　当監査法人は､上記の連結計算書類が､我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠して､株式会社ドウシシャ及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算
書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているもの
と認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には､公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成29年５月８日

株式会社ドウシシャ
取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 和　田　安　弘 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 杉　田　直　樹 

　当監査法人は､会社法第436条第2項第1号の規定に基づき､株式会社ドウシシャの平成28年4
月1日から平成29年3月31日までの第41期事業年度の計算書類､すなわち､貸借対照表､損益計
算書､株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は､我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある｡これには､不正又は誤謬に
よる重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営
者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる｡

監査人の責任
　当監査法人の責任は､当監査法人が実施した監査に基づいて､独立の立場から計算書類及び
その附属明細書に対する意見を表明することにある｡当監査法人は､我が国において一般に公
正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った｡監査の基準は､当監査法人に計算書
類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るため
に､監査計画を策定し､これに基づき監査を実施することを求めている｡
　監査においては､計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手す
るための手続が実施される｡監査手続は､当監査法人の判断により､不正又は誤謬による計算
書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される｡
監査の目的は､内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが､当監査法人
は､リスク評価の実施に際して､状況に応じた適切な監査手続を立案するために､計算書類及
びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する｡また､監査には､経営
者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め
全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる｡
　当監査法人は､意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

監査意見
　当監査法人は､上記の計算書類及びその附属明細書が､我が国において一般に公正妥当と認
められる企業会計の基準に準拠して､当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及
び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める｡

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には､公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない｡

以　上

－ 39 －



監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第41期事業
年度の取締役の職務執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ
き、審議の上、監査役全員の一致した意見として本監査報告書を作成し、以
下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の

実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人
からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め
ました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方
針、職務の分担等に従い、取締役、内部統制室、法務部その他の使用人
等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるととも
に、以下の方法で監査を実施しました。

　①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職
務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な
決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において、業務及び財産
の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締
役等と意思疎通及び情報の交換を図り、子会社から事業の報告を受
け、必要に応じて子会社に赴き、事業の実態を調査するとともに質問
等を行いました。

　②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適
合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確
保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第
３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議
に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役
及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を
受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

　③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施している
かを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況
について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保する
ための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を、「監査
に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従
って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。
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　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細
書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別
注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結
損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討い
たしました。

２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況
を正しく示しているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に
違反する重大な事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認
めます。

　　また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締
役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人 有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当で
あると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
　会計監査人 有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当で
あると認めます。

平成29年５月８日

株 式 会 社 ド ウ シ シ ャ 　 監 査 役 会

常 勤 監 査 役 藤 本 利 博 

常 勤 監 査 役 坂 本 　 明 

監 査 役
（ 社 外 監 査 役 ）

小 山 史 郎 

監 査 役
（ 社 外 監 査 役 ）

江 戸 　 忠 

以上
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金処分の件

　当社は、株主の皆様に対する適切な利益還元を経営の最重要政策と位置づけ、

積極的かつ安定的な配当の維持継続に留意するとともに、社員の成果に対する

報酬制度も考慮し、経営環境の変化に対応できる企業体質の強化と将来の新規

事業展開に備えて内部留保にも配慮していくことを基本方針としております。

　当期の期末配当及びその他の剰余金の処分につきましては、今後の事業展開

等を勘案して以下のとおりといたしたいと存じます。

１．期末配当に関する事項

①　配当財産の種類

　金銭といたします。

②　配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　当社普通株式１株につき金25円といたしたいと存じます。

　この場合の配当総額は887,980,700円となります。

なお、中間配当金として１株につき金25円をお支払いしておりますので、

当期の年間配当金額は１株につき金50円となります。

③　剰余金の配当が効力を生じる日

　平成29年６月30日といたしたいと存じます。

２．その他の剰余金の処分に関する事項

①　増加する剰余金の項目とその額

別途積立金 2,500,000,000円

②　減少する剰余金の項目とその額

繰越利益剰余金 2,500,000,000円
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第２号議案　取締役７名選任の件

　取締役全員（７名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。

　つきましては、取締役７名の選任をお願いいたしたいと存じます。

　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番  号

ふ

氏
り

　
が

　
な

名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当
社株式の数

１

の

野
むら

村
まさ

正
はる

治

（昭和21年９月18日生）

昭和52年１月　当社設立

当社代表取締役社長就任

平成26年４月　当社代表取締役会長兼最高経営責

任者（現任）

　　　　　　（重要な兼職の状況）

　　　　　　(有)野村興産取締役

1,039,583株

【取締役候補者とした理由】

　当社創業者として、設立以来４０年以上にわたり当社の経営を指揮し、売上高1,000

億円を超える流通サービス業グループへと成長させてきました。

　このような実績に裏付けられた経営者としての実力と見識により、引き続き取締役

候補者としております。

２

の

野
むら

村
まさ

正
ゆき

幸

（昭和47年６月３日生）

平成10年１月　当社入社

平成16年６月　当社取締役

平成18年４月　当社常務取締役、ＰＢ本部長

平成18年５月　当社第２事業本部長

平成19年５月　当社専務取締役

平成22年５月　当社代表取締役専務、ＩＲ広報担当

平成23年４月　当社代表取締役兼副社長執行役員､ 

営業統括兼ＩＲ広報担当

平成26年４月　当社代表取締役社長兼最高執行責

任者（現任）

　　　　　　（重要な兼職の状況）

　　　　　　(有)野村興産代表取締役

エムエス商事(株)取締役

47,500株

【取締役候補者とした理由】

　入社以来、要職を歴任し、平成26年４月から当社代表取締役社長を務める等、経営

に関する豊富な経験・実績・見識を有しております。

　業務執行の統括・指揮に必要な能力・経験・見識を有しており、引き続き、取締役

候補者としております。
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候補者

番  号

ふ

氏
り

　
が

　
な

名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当

社株式の数

３

きん

金
 

　
ばら

原
 

　
と

利
ね

根
り

里

（昭和27年８月５日生）

平成２年２月　当社入社

平成７年６月　当社取締役

平成13年６月　当社常務取締役

平成14年11月　当社専務取締役

平成16年12月　当社代表取締役副社長、ＰＢ本部長

平成17年３月　当社ＰＢ本部長兼品質保証担当

平成18年４月　当社営業統括兼ＩＲ広報担当

平成18年７月　当社営業統括・品質保証兼ＩＲ広報

担当

平成19年２月　当社営業統括・品質保証・関連会社

事業統括兼ＩＲ広報担当

平成20年４月　当社営業統括兼ＩＲ広報担当

平成22年７月　当社営業統括

平成23年４月　当社代表取締役兼副社長執行役員、

　　　　　　　社長補佐

平成25年５月　当社社長補佐兼営業企画担当

平成26年６月　当社代表取締役副会長兼会長補佐

　　　　　　　（現任）

　　　　　　（重要な兼職の状況）

　　　　　　麗港控股有限公司董事長

　　　　　　一志商貿（上海）有限公司董事長

　　　　　　ライフネット(株)取締役

(株)カリンピア取締役

仁弘倉庫シンセン有限公司董事

連雲港花茂日用品有限公司董事

85,231株

【取締役候補者とした理由】

　入社以来、要職を歴任し、平成26年６月からは当社代表取締役副会長を務める等、

経営に関する豊富な経験・実績・見識を有していることから、引き続き取締役候補者

としております。
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候補者

番  号

ふ

氏
り

　
が

　
な

名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当

社株式の数

４

に

二
き

木
かず

和
ひろ

宏

（昭和30年11月１日生）

昭和58年10月　当社入社

平成９年５月　当社第八事業カンパニープレジデ

ント

平成16年４月　当社執行役員

平成17年６月　当社取締役

平成18年５月　当社第３事業本部長

平成19年５月　当社常務取締役

平成23年４月　当社取締役兼専務執行役員(現任)

平成23年７月　当社第１事業本部長

平成29年４月　当社第１事業本部長兼イタリア事務

　　　　　　　所担当役員（現任）

17,128株

【取締役候補者とした理由】

　入社以来、当社の営業分野において豊富な業務経験を有し、平成23年４月から当社

取締役兼専務執行役員を務める等、経営に関する豊富な経験・実績・見識を有している

ことから、引き続き取締役候補者としております。

５

まつ

松
もと

本
たか

崇
ひろ

裕

（昭和45年８月25日生）

平成６年４月　(株)大和銀行（現　(株)りそな銀

行）入社

平成24年４月　当社入社、経営企画部ダイレクター

平成25年８月　当社システム開発部統括ダイレク

ター、経営企画部ダイレクター兼IR

　　　　　　　広報担当

平成26年６月　当社執行役員、システム開発担当役

員兼財務経理部、貿易業務部、業務

管理部統括ダイレクター

平成27年４月　当社財務経理部、貿易業務部、業務

管理部統括ダイレクター

平成28年６月　当社取締役兼執行役員、財務経理、

　　　　　　　貿易業務、業務管理担当役員(現任)

187株

【取締役候補者とした理由】

　入社以来、当社の管理部門において幅広い業務経験を有し、平成28年６月から当社

取締役を務める等、経営に関する優れた能力・経験・見識を有していることから、引き

続き取締役候補者としております。
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候補者

番  号

ふ

氏
り

　
が

　
な

名

（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当

（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当

社株式の数

６

社外

ご

後
とう

藤
ちょう

長
はち

八

（昭和20年２月９日生）

昭和47年１月　(株)しまむら入社

昭和60年５月　同社取締役

昭和62年５月　同社常務取締役

平成２年５月　同社専務取締役

平成21年５月　同社退任

平成27年６月　当社取締役（現任）

1,948株

【社外取締役候補者とした理由】

　長年にわたる企業経営者としての豊富な経験に基づき、当社経営に対して有益なご

意見やご指摘をいただき、業務執行に対する適切な監督を行っていただいていること

から、引き続き社外取締役候補者としております。

【社外取締役としての在任期間】

　社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって２年となります。

７

社外

くま

熊
もと

本
のり

倫
あき

章

（昭和22年11月９日生）

昭和41年４月　大阪府警察官任官

平成13年３月　布施警察署長

平成14年３月　刑事部刑事総務課長

平成15年３月　警務部監察室長

平成16年３月　南警察署長

平成17年３月　大阪市警察部長兼大阪府警察組織

犯罪対策本部長

平成18年１月　大阪府警察本部刑事部長

平成20年３月　大阪府警察官退官

平成20年４月　自動車安全運転センター大阪府事

務所所長

平成22年３月　同所所長退任

平成27年６月　当社取締役（現任）

2,927株

【社外取締役候補者とした理由】

　大阪府警察本部刑事部長や同組織犯罪対策本部長を歴任された幅広い経験に基づき、

当社経営に対して有益なご意見やご指摘をいただき、業務執行に対する適切な監督を

行っていただいております。

　なお、同氏は直接会社経営に関与された経験はありませんが、警察組織での幅広い

経験に基づき、社外取締役としての職務を適切に遂行していただけるものと判断し、

引き続き社外取締役候補者としております。

【社外取締役としての在任期間】

　社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって２年となります。
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（注）１．取締役候補者野村正幸氏が代表取締役を務める（有）野村興産と当社との間には、損

害保険業務代行等の取引があります。

２．取締役候補者金原利根里氏が董事長を務める麗港控股有限公司と当社との間には、商

品仕入等の取引があります。

３．その他の各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

４．当社は、後藤長八氏及び熊本倫章氏を、東京証券取引所の定めに基づく独立役員とし

て指定し、同取引所に届け出ております。

５．後藤長八氏及び熊本倫章氏は、社外取締役候補者であります。なお、当社は、両氏と

の間で、会社法第427条第１項に基づき善意でかつ重大な過失がない場合の損害賠償

責任を法令が定める限度までとする旨の責任限定契約を締結しております。両氏の

選任が承認された場合、当社は、両氏との間で当該責任限定契約を継続する予定で

す。

以上
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株主総会会場ご案内図

会　場　大阪市中央区東心斎橋１丁目５番５号

株式会社ドウシシャ大阪本社ビル11階

電話　(０６)６１２１－５８８８（代表）

東急ハンズ

←
梅
田

心
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橋
駅

地
下
鉄
御
堂
筋
線

心
斎
橋
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屋
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筋

玉
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筋
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町
筋

大丸

※工事中

大丸
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Ｎ

なんば駅

周防町通り

長
堀
プ
ラ
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ル

ユ
ア
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阪

ビ
ル

地
下
鉄
堺
筋
線

大阪南郵便局

７番出口

長
堀
橋
駅

南警察署

南小学校

コンフォート
ホテル

なか卯

foodium

日本橋駅

ドウシシャ
大阪本社

清水通り

堺
筋

地下鉄長堀鶴見緑地線

長堀通り

千日前通り

商工中金
船場ビル

＜交通手段＞

大阪市営地下鉄 長堀橋駅⑦番出口より南へ徒歩約５分

大阪市営地下鉄 日本橋駅②番出口より北へ徒歩約10分

近 畿 日 本 鉄 道 日本橋駅②番出口より北へ徒歩約10分

大阪市営地下鉄 心斎橋駅⑤番出口より南東へ徒歩約７分


